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児童生徒数は 93,133 人で、2016 年度より 13,014 人

































前述したように、2018 年 5 月 1 日現在の公立学校に在
籍している外国籍の児童生徒数は 93,133 人である 2）。
2018 年度「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に
関する調査」5)によると、このうち日本語指導が必要な外
国籍の児童生徒数は 40,755 人であり、全体の 43.7％に
あたる。全外国籍児童生徒のうち約半数に近い割合の児
童生徒に日本語支援が必要な実態が見える。また、前回
調査である 2016 年度の 34,335 人と比較すると、その数
は 6,420 人増加していることもわかる（前年比
118.7％）。母語別に見ると、ポルトガル語を母語とする
児童生徒が 10,404 人で最も多く、全体の 25.5％を占め
る。次いで中国語 9,712 人（23.8％）、フィリピノ語
7,919 人（19.4％）、スペイン語 3,788 人（9.3％）と続
く。都道府県別の内訳を見ると、最も多いのが愛知県で







2016 年度調査の 9,612 人より 759 人増加している（前回
調査比 107.9％）。言語別で見ると、フィリピノ語を使
用する児童生徒が 3,384 人で最も多く全体の 32.6％を占















は 33 人、日本国籍の児童生徒は 33 人であり、前者は 47























人、次に多いのは中国語で 7 人、次いでフィリピノ語 4
人、韓国・朝鮮語 2 人、スペイン語・ポルトガル語・ベ
トナム語がそれぞれ 1 人、その他 5 人となっている。全
国における母語別在籍状況と比較すると、長崎県では英




小学校在籍者が 19 人（学校数 9 校）、中学校 6 人（学




フィリピノ語がそれぞれ 3 人、韓国・朝鮮語が 1 人と続
いている。学校種別の在籍状況では、小学校在籍者が 26
人（学校数 14 校）、中学校 6 人（学校数 5 校）、高等














徒数は、小学校在籍者が 23 人と中学校在籍者が 16 人の
計 39 人である。同年 5 月１日現在の長崎県の外国籍の児




その内訳は小学校在籍者が 4 人、中学校在籍者が 9 人で
ある。一方、日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒は
5 人であり、小学校在籍者が 4 人、中学校在籍者が 1 人




                                                   
(注３)本データは、2020 年 3 月 12 日に長崎市教育委員会
へメールにて問い合わせをして得られたものである。 
表 1 長崎市の日本語指導が必要な児童生徒数（人） 
  小学校 中学校 計 
日本語指導が必要な 
外国籍児童生徒数 
4 9 13 
日本語指導が必要な 
日本国籍児童生徒数 
4 1 5 
（出所）長崎市教育委員会へのメールでの聞き取り調査


























専修学校・各種学校は 9.1％と高いことが確認されている。  
次に、高校在学率における国籍間格差に注目したもの





























のデータを用い、2012 年度の中学校在籍者数を 100 とし、







































図 2．3 年前の中学校在籍者数に対する 
高校在籍者数比率（％） 
（出所）文部科学省（2019、2016）「学校基本調査(令
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一部と重なるため、下記表 2 に矢部 9）が求めた数値を示
す。 
表 2 によると、長崎県の高校進学率の推計値は 2012
年には 20.0％であったものの、その後低下し 2014 年お






















表 2 長崎県の高校進学率の推計値（％） 
 2008 2010 2012 2014 2016 









































（平成 23 年 3 月） 
2)教育委員会等作成の多言語文書や教材の検索サイト
「かすたねっと」の開設（平成 23 年 3 月） 
3)日本語能力の把握と、その後の指導方針を検討する
際の参考となる『外国人児童生徒のための JSL 対話
型アセスメント～DLA～』の配布（平成 26 年 3 月） 
4)『教育委員会が研修会を計画する際の参考となる外
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国人児童生徒教育研修マニュアル』の配布（平成 26



































































徒 18 人に対し 1 人の加配教員を置くものであり、原則的
に要請があった学校に出向き巡回指導を行う。長崎県に






                                                   
（注 5） 平成 29 年 3 月に義務標準法を改正。それまで、加配定
数であった日本語指導のための教員定数を 10 年間で計画的に基
礎定数化し、令和 8 年度には、日本語指導が必要な児童生徒 18
人に１名の教員を基礎定数として配置 16) 






































導の実施」が必須となっている 19) 。 
                                                   












表 3 長崎市の実施体制 
平成 25 年（2013 年）から平成 27 年（2015）まで 
・中国帰国子女児童生徒教育相談員 











表 4 長崎市の具体の取り組み 
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でに 1 年以上かかったケースがある。 
長崎県人権教育研究協議会・長崎市人権教育研究会が
主催した第 29 回長崎県進路・学力保障研修会における報
告 21）によると、2018 年 5 月にスペイン語を母語とする




行われたのは、2019 年の 5 月である。 
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